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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第68期
第１四半期
連結累計期間

第69期
第１四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 295,159 314,333 1,308,474

経常利益 (百万円) 4,309 5,293 34,493

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,358 3,503 21,771

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,696 4,196 22,275

純資産額 (百万円) 155,400 177,832 174,656

総資産額 (百万円) 589,041 633,781 642,698

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 19.67 51.06 316.51

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 17.88 46.42 287.93

自己資本比率 (％) 26.38 28.05 27.17
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）業績の状況

当第１四半期の医療用医薬品市場は、平成28年４月の市場拡大再算定の特例を含む7.8％の薬価基準引き下げやジェ

ネリック医薬品のさらなる使用を促進する診療報酬の改定など医療費抑制のための施策が引き続き推進されました

が、昨秋以降に急成長しましたＣ型肝炎治療薬の前年同期比較での拡大や抗がん剤等の新薬の伸長により、前年同期

比4.4％（クレコンリサーチ＆コンサルティング株式会社推計）のプラス成長となりました。

当社グループは、医療、健康、介護分野に携わる流通企業集団として、今後の急速な環境変化に迅速に対応するた

め、引き続き、患者さまや医療機関さまが抱える問題を解決する様々な顧客支援システム・サービスの開発・提案に

取り組み、地域包括ケアシステムの構築に貢献することで、幅広い分野で存在価値を発揮する付加価値サービス型ビ

ジネスモデルへの変革を推進しました。また、個々の製品価値に応じた価格で単品単価の価格交渉により適正利益の

確保を図るとともに、物流センターとコールセンターの機能を強化し、受注から配送にわたる全てのオペレーション

コストの低減と「営業と物流の一体改革」を一層推進することにより業務の効率化を図り、間接部門を含めた人員の

適正化に努めることで、経費の削減を図りました。

その結果、当第１四半期の業績は、売上高314,333百万円（前年同期比6.5％増）、営業利益3,753百万円(前年同期

比39.6％増)、経常利益5,293百万円（前年同期比22.8％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益3,503百万円（前年

同期比157.8％増）となりました。

 
セグメントの業績の概略は以下のとおりです。

医薬品卸売事業は、薬価改定の影響があったものの、昨年度第２四半期以降に急成長しましたＣ型肝炎治療薬が前

年同期比較で拡大し、抗がん剤等の新薬が伸長しました。また、当社独自の顧客支援システム、特に自動音声認識薬

歴作成支援システム「ENIFvoice SP」、「初診受付サービス」、かかりつけ薬剤師対応を支援する「薬剤師WEBラーニ

ング」の契約件数が拡大し、業績に貢献したことに加え、販売管理費の抑制効果もありました。

その結果、当第１四半期の売上高は302,859百万円（前年同期比7.1％増）、営業利益は4,043百万円（前年同期比

79.8％増）となりました。

調剤薬局事業については、各店舗において調剤報酬改定に対応した機能強化を図り、地域医療に密着した「健康サ

ポート薬局」を目指した店舗運営に取り組むことと、店舗業務の標準化や本部への集約等による経費削減策を推進す

ることで収益性改善に努めましたが、本年４月の薬価改定及び調剤報酬改定の影響がありました。

その結果、当第１四半期の売上高は23,499百万円（前年同期比0.7％減）、営業損失は118百万円（前年同期は446百

万円の営業利益）となりました。

治験施設支援事業では、当第１四半期の売上高は92百万円（前年同期比26.6％減）、営業利益は34百万円（前年同

期比50.1％減）、情報機器販売事業においては、当第１四半期の売上高は212百万円（前年同期比9.1％減）、営業損

失は69百万円となりました。

（注）セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高を含んでおります。
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（２）財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて1.9％減少し、465,767百万円となりました。これは、現金及び預金が

17,755百万円増加し、受取手形及び売掛金が30,284百万円減少したこと等によります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて同水準である168,014百万円（0.0％増加）となりました。これは、投資有

価証券が1,104百万円増加し、有形固定資産が456百万円、のれんが462百万円それぞれ減少したこと等によります。

この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて1.4％減少し、633,781百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて2.7％減少し、409,853百万円となりました。これは、支払手形及び買掛金

が5,910百万円、未払法人税等が8,508百万円それぞれ減少したこと等によります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて1.2％減少し、46,095百万円となりました。これは、長期借入金が529百万

円減少したこと等によります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて2.6％減少し、455,948百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1.8％増加し、177,832百万円となりました。これは、利益剰余金が2,474

百万円増加したこと等によります。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

　

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 192,000,000

計 192,000,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 78,270,142 78,270,142
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株でありま
す。

計 78,270,142 78,270,142 ― ―
 

（注）提出日現在発行数には、平成28年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成28年４月１日～
平成28年６月30日

― 78,270 ― 10,649 ― 46,177
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成28年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成28年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式  9,646,200

― ―

（相互保有株式）
普通株式     38,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 68,522,000 685,220 ―

単元未満株式 普通株式     63,942 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 　78,270,142 ― ―

総株主の議決権 ― 685,220 ―
 

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権の数３個)含まれておりま

す。

 

② 【自己株式等】

平成28年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
提出会社

東京都世田谷区代沢
５－２－１

9,646,200 ─ 9,646,200 12.32

（相互保有株式）
酒井薬品株式会社

東京都三鷹市野崎
１－11－22

33,000 ─ 33,000 0.04

（相互保有株式）
協栄薬品株式会社

富山県富山市新庄町
44－５

4,000 ― 4,000 0.01

（相互保有株式）
株式会社ヤマトメディカ
ル

熊本県熊本市北区武蔵ケ
丘７－２－55

1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 9,684,200 ─ 9,684,200 12.37
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 31,531 49,287

  受取手形及び売掛金 331,248 300,964

  有価証券 613 513

  商品及び製品 75,229 76,950

  その他 36,517 38,449

  貸倒引当金 △425 △397

  流動資産合計 474,715 465,767

 固定資産   

  有形固定資産 84,569 84,113

  無形固定資産   

   のれん 6,722 6,259

   その他 2,773 2,729

   無形固定資産合計 9,495 8,989

  投資その他の資産   

   投資有価証券 65,846 66,951

   その他 10,617 10,521

   貸倒引当金 △2,546 △2,561

   投資その他の資産合計 73,917 74,911

  固定資産合計 167,983 168,014

 資産合計 642,698 633,781
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 390,349 384,438

  短期借入金 6,887 6,669

  未払法人税等 10,451 1,943

  賞与引当金 3,489 5,280

  役員賞与引当金 76 29

  返品調整引当金 453 382

  厚生年金基金解散損失引当金 170 170

  資産除去債務 5 -

  その他 9,518 10,939

  流動負債合計 421,401 409,853

 固定負債   

  社債 15,056 15,052

  長期借入金 5,384 4,855

  退職給付に係る負債 1,713 1,746

  資産除去債務 1,095 1,104

  負ののれん 75 69

  その他 23,314 23,267

  固定負債合計 46,639 46,095

 負債合計 468,041 455,948

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,649 10,649

  資本剰余金 47,794 47,794

  利益剰余金 115,938 118,412

  自己株式 △16,287 △16,288

  株主資本合計 158,094 160,567

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 20,764 21,457

  土地再評価差額金 △4,269 △4,269

  その他の包括利益累計額合計 16,495 17,188

 新株予約権 67 76

 純資産合計 174,656 177,832

負債純資産合計 642,698 633,781
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 295,159 314,333

売上原価 268,655 286,568

売上総利益 26,504 27,765

販売費及び一般管理費   

 役員報酬及び給料手当 10,437 10,398

 賞与引当金繰入額 1,741 1,843

 役員賞与引当金繰入額 19 19

 退職給付費用 57 57

 福利厚生費 1,919 1,953

 車両費 314 263

 貸倒引当金繰入額 △25 △8

 減価償却費 1,140 1,102

 のれん償却額 638 551

 賃借料 1,740 1,724

 租税公課 386 465

 仮払消費税の未控除費用 1,312 1,364

 その他 4,133 4,275

 販売費及び一般管理費合計 23,816 24,011

営業利益 2,687 3,753

営業外収益   

 受取利息 10 12

 受取配当金 409 438

 受取手数料 721 739

 負ののれん償却額 6 6

 持分法による投資利益 1 1

 その他 695 542

 営業外収益合計 1,845 1,740

営業外費用   

 支払利息 56 24

 不動産賃貸費用 115 136

 その他 52 40

 営業外費用合計 224 201

経常利益 4,309 5,293
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           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

特別利益   

 固定資産売却益 73 135

 その他 0 7

 特別利益合計 73 143

特別損失   

 固定資産処分損 10 19

 投資有価証券評価損 1,219 -

 減損損失 79 -

 その他 3 -

 特別損失合計 1,312 19

税金等調整前四半期純利益 3,069 5,417

法人税、住民税及び事業税 1,758 2,399

法人税等調整額 △47 △485

法人税等合計 1,711 1,913

四半期純利益 1,358 3,503

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,358 3,503
 

 

EDINET提出書類

東邦ホールディングス株式会社(E02608)

四半期報告書

11/20



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

四半期純利益 1,358 3,503

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 351 705

 持分法適用会社に対する持分相当額 △14 △12

 その他の包括利益合計 337 692

四半期包括利益 1,696 4,196

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,696 4,196

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　　該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附

属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　　該当事項はありません。

 

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

   保証債務

   ①　銀行保証債務

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

 
当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

あかぎ耳鼻咽喉科 1百万円 あかぎ耳鼻咽喉科 0百万円
 

 

   ②　買掛債務の保証債務

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

 
当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

㈱杏栄薬品 75百万円 ㈱杏栄薬品 8百万円
 

 

   ③ リース契約の保証債務

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

 
当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

あかぎ耳鼻咽喉科 3百万円 あかぎ耳鼻咽喉科 2百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)、のれんの償却額及び負のの

れんの償却額は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

減価償却費 1,140百万円 1,102百万円

のれんの償却額 638百万円 551百万円

負ののれんの償却額 6百万円 6百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月12日
取締役会

普通株式 840 12 平成27年３月31日 平成27年６月８日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。　　

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月11日
取締役会

普通株式 1,029 15 平成28年３月31日 平成28年６月９日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。　　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

 

報告セグメント
調整額
 (百万円)
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額　
(百万円)
（注２）

医薬品
卸売事業
(百万円)

調剤薬局
事業
(百万円)

治験施設
支援事業
 (百万円)

情報機器
販売事業
(百万円)

計
 (百万円)

売上高        

(1) 外部顧客に対する
売上高

271,148 23,661 126 224 295,159 ― 295,159

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

11,679 11 ― 9 11,700 △11,700 ―

計 282,827 23,672 126 233 306,859 △11,700 295,159

セグメント利益又は損失（△） 2,248 446 68 △72 2,691 △3 2,687
 

 (注) １．セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間の内部取引の消去と未実現利益の消去によるものであ

ります。

 ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

　　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

 

報告セグメント
調整額
 (百万円)
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額　
(百万円)
（注２）

医薬品
卸売事業
(百万円)

調剤薬局
事業
(百万円)

治験施設
支援事業
 (百万円)

情報機器
販売事業
(百万円)

計
 (百万円)

売上高        

(1) 外部顧客に対する
売上高

290,674 23,406 92 160 314,333 ― 314,333

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

12,184 93 ― 52 12,330 △12,330 ―

計 302,859 23,499 92 212 326,663 △12,330 314,333

セグメント利益又は損失（△） 4,043 △118 34 △69 3,888 △134 3,753
 

 (注) １．セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間の内部取引の消去、未実現利益の消去及び全社費用に

よるものであります。

 ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及

び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更したため、事業セグメントの減価償却の方法を同様に

変更しております。

この変更による当第１四半期連結累計期間のセグメント利益又は損失に与える影響は軽微であります。

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。　

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 19円67銭 51円06銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 1,358 3,503

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益金額(百万円)

1,358 3,503

普通株式の期中平均株式数(株) 69,070,275 68,612,155

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 17円88銭 46円42銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) △2 △2

 (うち受取利息(税額相当額控除後)(百万円)) (△2) (△2)

普通株式増加数(株) 6,781,946 6,807,915

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

― ―

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　
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２ 【その他】

平成28年５月11日開催の取締役会において、平成28年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり

期末配当を行うことを決議いたしました。

　①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　 　　 1,029百万円

　②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　 　　　 15円

　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　 平成28年６月９日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年８月12日

東邦ホールディングス株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   渡　　邊　　浩 一 郎　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   山　　村　　竜　　平   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　小　　川　　浩　　徳　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東邦ホールディ

ングス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年４月

１日から平成28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成28年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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